

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































42．HerMajesty，sTreasury 19.7 4.7 四○四
32.5 2.0 
責任省庁・部局 支出プロツク 1976/7711977/７８１増減額 四つ←





































































































































































































































































31.5 29.4 2.1 





















































































































|ilii1l1蝿｢ｉｌｉｉｉＦｉｉｉｌ;11'二miilllijij1975/76 1976/77 1977/78 1978/7９ 2,887 2,463 1,626 2,014 実績推計額




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































壜ＩＣＩ薑④住宅組合に対する収入補助金（住宅費用分の補足給付額の除外）⑤公共部門の家賃補助（rentrebate）⑥私的部門の家賃手当（rentallowance） ２３ (928） ４５６ １００ 11 (986） ２０７ １４ １０ (785） ４３６ ６０ １４ (962） ４２２ ７０ １９ (911） ４０４ ６９ ２２ (898） ４４７ １１４ (901） (978） 
所得補助総額（⑤＋⑥） 2２１１４９６１４９２１４７３１５２６１５６５１５５６１５６０ 
PESC経常支出（ⅡとＶ①を含む） ９４８１９６０１１，１８６１１，７２７１２，３２５１２,4０４１２，６０９１２，５１１１２，６７６１２，８２８ Ⅵ 
(全;::)|(竺謂》|(全;鶉)|(全巽;)|(蝋)|(色;;:)|(色謡)|(珊|(雪霊)|(珊PESC支出総額（住宅組合による元本返済額）Ⅶ 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































' '。 ○○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ 
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Bennett，ＲＪ．［l982mpp、88-89.
(1)人口密度は，面積と閾（thresholds）に関する様々な定義の変更がなされている。
(2)生徒総数には，他の教育ニーズ変数の多くが含まれている。
(3)対人社会サービス・ユニットは，1974/5年についてカッコで示した範囲の変数が含まれている。
(4)特別地域加重と高コスト地域に関する指数は，1977/8年以降「労働コストの差」に吸収されている。
[出所］
[備考］
四ｍ桿
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ビス業資産が集中しているため，移民貧民が集中しながらレイト課税
評価額も高いという複雑な様相を呈しているため，ＲＳＧでは対応で
きず，アドホックな対応に追われるという結果をもたらしたのであ
る('2)。
第３に,このように中央政府の裁量的操作が加えられたために,ＲＳＧは，
①いまや地方当局間について支出ニーズ／地方財源比率で配分されている
とは言いがたく，②また複雑な操作によって地域間均等化と個人(納税者）
間均等化の対応関係も制度的に不透明化し，③地方支出と地方税率（レイ
ト負担）の対応関係も失われていった。つまり地方財政責任制の喪失が生
じたのである。
前述のような，①ＲＳＧにおける要素間配分比の裁量的決定，②住宅レ
イト軽減要素配分における均一率支払の選択，③標準課税ベースの意図的
引上げ，④ニーズ指標と加重の盗意的選択，⑤標準支出ニーズの盗意的引
上げ，⑥ニーズ要素配分におけるロンドンの特別処理といった問題に加え
て，次のようなＲＳＧの会計上の操作が加えられた。
まず財源要素の配分については，実際の各地方当局の支出水準と地方税
率が判明した後に，当初配分との誤差を調整せねばならなかったが，その
誤差が大きかったため，再調整のためにニーズ要素補助金に対する増分通
達（IncreaseOrder）を使わざるをえなくなった。これによって最終的な
各要素への配分は，「客観的」基準の下で得られるはずの配分比率と食違
うことになった。次にニーズ要素の配分についても，ニーズ指標をはじめ
として配分式が年々変更するため，支給額の急激な変化を避けるためにダ
ンピング補整がなされた。また補助金の大幅削減を被る地方当局を救済す
るために，ＲＳＧの一部をプールしたsafetyｎｅｔが導入された。これに
よって「客観的」配分基準はますます暖昧化した('3)。
以上見てきたように，公共支出統制政策の下で絶対額と補助率の削減を
余儀なくされてゆく中で，ＲＳＧは，大都市地域とくにロンドンへの傾斜
配分を強めていった。それは，中央政府の政治的裁量的判断に基づく様々
公共支出統制政策とイギリス地方財政３８３
な操作によって実行されたため，配分のための客観的な平等化基準を暖昧
にし，地方財政責任制を失わせていった。しかも，この裁量的判断に基づ
く盗意的傾斜配分は，保守・労働両党の政治的地盤の問題と重なりあった
ために，ＲＳＧの公平性・信頼性は著しく損なわれていった。いまやサッ
チャー政権によるブロック補助金の導入が，レイフィールド委員会の勧告
といかにずれながら，中央政府の地方財政統制を強めていったかを明らか
にするだけでは十分でない。ある意味では，労働党政府の下で作成された
緑書「地方財政」も，レイフィールド委員会の勧告とのズレを見せなが
ら，中央集権的支出統制政策の強化を打ち出していったからである。何よ
りも重要な点は，ＲＳＧに関する根本的改革がほどこされないままに，そ
の制度的矛盾と歪承が拡大していったために，もはやサッチャー政権なら
ずとも，どのような政権の下であれ根本的解決を要する段階にまで達して
いたという事実であろう。
では最後に，このような補助金制度（住宅補助金を含めて）の歪みの拡
大は,イギリス福祉国家との関係でどのような意味を持ったのであろうか。
この点に関する筆者の見解を述べてまとめに代えよう。
（１）報告書の概要については，Travers，Ｔ、［1986］chap、６；Hepworth，Ｎ，
Ｐ．［1980］ｃｈａＰｌ２；高橋誠［1982］116-17頁，徳江和雄［1990]，小林昭
［1983］等を参照。
（２）そのため報告書は，新政策や特殊なニーズは，当初，追加補助金（Addi‐
tionalGrants）として，基礎的ブロック補助金から分離して支給すること
を提案した（ＤＯＥ［1976］ｐ、223)。
（３）Bennett，ＲＪ．［1982］ｐ、３８．
（４）この案とレイフィールド委員会に環境省が提出した案とは若干異なってい
ることに注意する必要がある。環境省案は，Ｇ＝OVj-Bit)＋(ＫＥｉ－Ｂｉ/'）
で表わされる方式をとっている。そして定数Ｋ＝(Ｅｉ－Ｎｉ)/Ｎｉ，ノ'＝Ｋ２Ｅｊ
／Znである。つまり地方当局ｉが，その標準支出を越えて支出した超過支
出に対して適用される税率/'は,超過支出をした全地方当局の平均税率とな
っている。これは，超過支出をした全ての地方当局のプールされた税率であ
って，地方当局間の水平的再配分を意味している。地方税率の上昇によっ
て，補助金総額を高め，サービス費用を低下させてゆこうとする地方当局の
384 
ピヘイビアをチェックしようとするところに，この案の意図があることを示
している（ＤＯＥ［1976］Appendix7，ｐｐ､21-51；Bennett，ＲＪ．［1982］
ｐｐ､38-39)。
（５）公共支出計画の作成過程において，関連支出とＲＳＧが決定されてゆくプ
ロセスについては，ＤＯＥ［1976］ｐｐ，398-401；Bennett，ＲＪ．［1982］ｐｐ、
７ト75；Travers，Ｔ・［1986］ｐｐ､42-42を参照。
（６）Travers，Ｔ・［1986］ｐ､４２．なお実際には，当初意図された７億3,100万
ポンドは実現せず，増分通達で３億8,000万ポンドの追加補正がなされてい
る（Bennett，RJI1982］ｐ､７２)。また補充補助金の場合も，政府は，１９７７
年と79年にオックスフォードシャーやサウス・ヨークシャーのバス事業が認
可した補助基準を越えたために罰則を課している（Travers，Ｔ・［1986］ｐ、
５０)。
（７）ＪｂＭ，ｐ､４２＆ｐｐ､48-49. 
（８）Bennett,ＲＪ．［1982］ｐ､８５＆ｐｐ､193-94. 
（９）１６Ｍ，ｐ９９，ｐ､148＆ｐｐ､197-99． 
(10）１６Ｍ.，pp91-92． 
(11）ＤＯＥ［1977b］ｐ、１１；Bennett，ＲＪ．［1982］ｐｐ、９少101．
(12）この点に関しては，表28でわかるように，この時期に特定補助金の高まっ
たことにも注目しておく必要があるだろう。この特定補助金は，警察費がか
なりの比重をしめるが，同時に半分以上が，都市問題・都市再開発，移民対
策，公共空地荒廃地，スラム対策，雇用保護など大都市問題（インナー・シ
ティ問題）に関連するものであったからである。しかも，それは一般財源保
障ではなく，中央政府の特定プロジェクト認可に際して，かなりの裁量的判
断を伴うものであった。
(13）IML，ｐｐ.，９５－９８． 
Ｖ･おわりに－福祉国家と社会サービス供給の｢公平｣基準一
内容をどう把握するのかという問題をひとまずさておけば,｢公平化」あ
るいは「平等化」が福祉国家のキー・コンセプトになってきたことは疑い
ない。では，この「公平化」ないし「平等化」という観点から見て，１９７０
年代後半の地方財政問題はどのような特質を持っていたのであろうか。も
ちろん福祉国家における「公平」・「平等」といっても，改めて「公平」と
公共支出統制政策とイギリス地方財政３８５
「効率｣，あるいは「機会均等」と「結果の平等」といった一般的問題をこ
こで論じようというのではない。ここでは，ルグランドが，社会サービス
に対する公共支出の配分を評価するために用いた５つの平等化基準(1)を手
がかりにして，それを地域的均等化という次元に置き換えて，福祉国家の
あり方を問題にする。その際ことわっておかねばならない点は，ルグラン
ドの場合は，個別社会サービスへの公共支出が貧者より富者に対して有利
に配分されていることを明らかにするために，この５つの平等化基準を用
いたが，筆者は，むしろ①この５つの平等化基準が同時的に成立しえなく
なった背景と②そのために地方財政制度（とりわけ補助金制度）がシステ
ムとして，どのような形で機能不全に陥ったかという点を明らかにするこ
とが重要であると考えている。
さて５つの平等化基準とは，①公共支出の平等（equalityofpublic
expenditure),②利用の平等(equalityofuse)，③費用の平等（equality
ofcost)，④最終所得の平等（equalityoffinalincome)，⑤結果の平等
（equalityofoutcome）の５つである。①の公共支出の平等は，特定の
社会サービス供給に対する公共支出の配分が，全ての関連する諸個人間・
受給資格者集団（clientgroups）間で平等でなければならないという基
準である。前述のような持家購入者と公営住宅借家人に対する公的助成の
平等的配分などはその典型的な例である。②の利用の平等は，全ての関連
する諸個人によって利用されるサービス量が平等でなければならないとい
う基準である。換言すると，それは等しいニーズは等しい扱いを受けるべ
きであるということを意味する。例えば，同じ病状の者は同じ治療が受け
られるべきであるということであり，あるいはどこに住んでいてもどのよ
うな社会カテゴリー（階級・人種・性など）に属していても平均して同じ
教育量を受けることができるといったことである。③の費用の平等は，全
ての関連する諸個人は，利用サービスについて単位あたり同じ費用負担を
負うべきであるという基準である。④の最終所得の平等は，言うまでもな
く公的な貨幣給付・現物給付は所得再配分的になされねばならないという
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基準である。⑤の結果の平等は，④より概念が少し広い。「結果」には，
例えば，医療衛生の場合なら個人の健康状態，住宅の場合なら個人の居住
条件，教育の場合なら教育から生じた熟練とその結果得られる超過所得と
いったものも含まれる。しかし費用便益分析と同様に「便益」の定義と計
量的測定の困難が生ずるため，ここでは除外して考えざるをえない。こう
して見ると，①～③はほぼ「機会の均等」に対応し，④⑤は｢結果の平等」
にあたることがわかる。しかし，社会サービスの場合，それ自体，低所得
者やハンディキャップをもった者を対象としている場合が多く，①～③は
同時に「結果の平等」を意味したり，④⑤は同時に「機会の均等」を意味
することがある。また財政政策上でふると，「①～③」と「④⑤」が同時
に成立しない場合だけでなく，①～③も互いに同時に成立しないことがあ
りうることに注意しなければならない。
では，この５つ（実際には４つ）の基準と対照させつつＲＳＧを見ると，
それはどのような性格をもった制度であったといえるだろうか。前述のよ
うに，ＲＳＧの配分方法は，Ｇ＝(Ｂ－Ｂｉ)r＋(lVl-1V)B/で表わすことが
できる。この式に基づいて見ると，第１に，右辺第２項は，／地方当局の
支出ニーズ評価額が平均支出ニーズ額を上回る部分について基準収入を保
障することによって，④の「費用の平等」に配慮しつつ，②の「利用の平
等」を満たそうとするものであった。第２に，右辺第１項は，ニーズ要素
補助金を上回る部分について，課税ベースの不足分を標準ポンド当たり税
率でカヴァーするものであった。つまり同じ支出増加に対しては同じ地方
税率の上昇が生ずるようにして，③の「費用の平等」を達成しようとした
のである。このようにＲＳＧは，全体として，地方当局間で最低限のニー
ズの均等化（ミニマム基準の達成）を図りつつ，同時にそれ以上のサービ
ス水準の向上＝支出増加に対しても，等しい納税者の費用＝負担増加を保
障しようとした。そして，このことによって同じ状態にある人犬は，どの
ような地域に住んでいようと，等しい扱いをするという原則の実現が目指
されたのである。これは，1959年にマスグレイヴが主張した一般補助金の
公共支出統制政策とイギリス地方財政３８７
考え方と一致しており(2)，地方自治（地方裁量権）を尊重しつつ，ナショ
ナル・ミニマム基準を達成しようとした1960年代以降のイギリス福祉国家
の枠組糸を背景に成立してきたと考えられる。
しかし，こうしたシステムがよりよく機能するためには，いくつかの前
提条件が存在する。それは，第１に，基礎的社会サービスの絶対的不足が
存在する「インフラストラクチュア国家(8)」であるために，比較的容易に
ニーズを評価できミニマム基準の設定が可能であること，第２に，費用負
担の公平を図る際に，課税ベースの客観性が保障され，著しい地域間格差
が生じていないこと，第３に，経済が適度に成長して税負担増加が緩和さ
れ，支出増加に対して寛大なコンセンサスが形成されていること，である。
これらの条件が失われると，前述のような一般補助金のシステムは機能不
全に陥り，いずれの平等化基準も満たしえなくなる。まさにオイル゜ショ
ック以降のＲＳＧの抱えた諸困難は，ネガティヴに特徴づければ，こうし
た性格のものであった。
まず第１に，利用あるいはニーズにおける平等化の客観的基準の喪失の
問題から見てゆこう。もし道路。上下水道・住宅・教育といった基礎的社
会サービスが絶対的不足状態にあり，その充足が目標になる「インフラス
トラクチュア国家」あれば，比較的容易にニーズ評価ができ，ナショナ
ル・ミニマム基準も設定しやすい。これらの相対的に画一的なサービスの
ニーズを評価するには，人口・面積。道路のマイル数といった比較的単純
な潜在的ニーズ指標によって代替可能であるからである。事実，1958年か
ら1966年までの一般補助金や1967年から1973年までのＲＳＧにおけるニー
ズ指標は，こうした指標であった（表31参照)。
しかし住宅政策について見たように，基礎的社会サービスの絶対的不足
が「解消」し，あるいはＩで承たように，所得の上昇に伴う中間層の「期
待上昇革命」によってニーズが多様化し，また新たなサービスの需要水準
が発生すると，価値財ないし準公共財と呼ばれる分野において，公と私の
役割分担の不分明化が拡大してゆかざるをえない。そのためニーズの範囲
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屯質も評価が難しくなり，したがってミニマム基準の設定も著しく困難と
ならざるをえない。結局そのために，前述のようにＲＳＧも住宅助成金も
過去の支出パターンによって評価せねばならなくなり，それがフィードバ
ック効果を生んでいった。ミニマム基準の設定と地方自治（地方裁量権）
によるサービス水準の向上の循環は崩れ，地方自治（地方裁量権）が，か
えって補助金配分の不公平を拡大してゆくメカニズムに転化していったの
である。そしてインフレーションは，こうした傾向を加速していった。
第２に，第１の問題との関連で，インナー・シティ問題とりわけ移民社
会の出現が，福祉国家の平等理念を大きく動揺させた点をあげておかねば
ならない。従来の福祉国家における平等は，社会階級・階層間の格差是正
＝「同質化」あるいは都市と農村における不均衡の是正＝「同質化」を目
指してきた。ある意味では，福祉国家における「平等化」は，「異質性」を
「同質化」させてゆくことを目標にしてきたと言ってよいであろう。しか
しインナー・シティ問題と移民社会の出現は，こうした前提を大きく動揺
させてしまった。彼らの分断的集住と差別は，社会問題の特定地域への集
積をもたらす。もはやホワイトと同量のサービス供給では「機会均等」も
「結果の平等」も達成しうる保障はなく，しかも「異質性」との共存を図
るためには，次第に「異質」なサービス（｢母国語」教育や彼らのアイデン
ティティを保障する様犬な社会サービス）などが求められてくる。もはや，
「全国民」に共通なミニマム基準の設定は不可能となり，「同質化」をめ
ざした平等化戦略は壁に突き当らざるをえない。仮にティポーの「足によ
る投票(4)」が働くようにシステムを改革したとしても，それは地域間分断
を構造化する方向にしか機能しない可能性がある。ミドル達も，税負担を
回避するとともに，自らの階層的利害と生活スタイルを保存してくれる社
会サービスを求めて集住する傾向を持つからである(5)。もちろん財政負担
よりも差別や教育住宅といった社会サービスの「質」の方が重要な原因で
ある可能性が高い。そうであれば，インナー・シティ地域に対する高い支
出ニーズ評価についても補助金の重点配分についても，ミドル達からコン
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センサスを得ることは困難となる。それが，地方自治体間における税負担
の「水平的」再配分を伴うものであれば，なおさらである。
しかも前述したように，イギリスのインナー・シティ問題は一層複雑な
様相を帯びている。大都市とりわけロンドンのインナー・シティは，他地
域に比べてレイト課税評価額が飛抜けて高いままであるために，従来の都
市と農村の地域経済的不均等を処理すればすんだ制度は，もはや有効性を
失ってゆかざるをえなくなったからである。これが「異質性」を抱え込ん
だ現代イギリス福祉国家のもう１つの現実である。
第３に，「費用の平等」という点でも，ＲＳＧは，平等化の基礎となるべ
き課税ベースの客観性の喪失という困難に突き当たった。まず前述のよう
に，レイト課税評価額の再評価はほとんど実施されないまま，①オイル・
ショック，②1974年の地方政府再編成，③地方税率引上げと補助金の累積
効果によって，レイト課税評価額もレイト税率も地域間で大きな格差がで
きてしまった。それゆえ「費用の平等」を保障すべき基盤は失われてしま
った。たとえサービス供給者（地方当局）の費用均等化が達成されたとし
ても，それは納税者間の費用均等化とは著しく乖離したものとならざるを
えない。
こうした事態に対して，前述のように，レイフィールド委員会はレイト
課税評価額の資本価値ベースへの転換と地方所得税の導入を提案した。し
かし前者は，帰属家賃評価とともに実現可能性が低く，また後者に関して
も，緑書『地方財政」が指摘したように，①タックス・ジャングルと税率
の規制，②地域毎のデータ収集の困難性，③レイトとの併存に伴う新たな
地域間不平等の発生，④源泉徴収制度に伴う地方財政責任制の希薄化など
の問題が生ずる。さらに地方所得税の比率が高まれば，逆に「足による投
票」によってインナー・シティ問題の深刻化が生ずる可能性も出てくる。
ある意味でサッチャーによるコミュニティ・チャージの導入は，最もシン
プルな利益課税によって，この問題を「解決」しようとしたものであると
考えられる。しかし，それは，④の所得配分上の平等を著しく侵すもので
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あった。このように，「費用の平等」の基準となるべき課税ベースも，客
観性を喪失する状況が作り出されてしまったのである。
最後に，特定サービスに対する補助金問題とからめて，①の「公共支出
の平等」と④の「最終所得の平等」についてふれておこう。まず前述の住
宅の例をとっても明らかなように，住宅助成金もモーゲヅジ利子減税制度
も④の「最終所得の平等」の基準を満たしていなかった。それは，基礎的
社会サービスが絶対的に不足している下で，同時に中間層の「期待上昇革
命」が生じている限りにおいて，許容されてきたにすぎない。これに対し
て，緑書「住宅政策」が提示した受給資格者集団間における「公共支出の
平等」も，前述のように実は比較の客観的基礎を欠いているために，②～
⑤の平等化の基準を満たしたことにはならない。
さらに基礎的社会サービスの絶対的不足が一定解消すると，これらのサ
ービスに対する公的供給と公的規制の範囲はナイーヴになり，その境界の
設定とミニマム基準の決定は困難となる。住宅と同様の問題は，私立学校
と公立学校，開業医と公立病院，老人ホームと在宅ケアなどでも生じる。
受給資格者集団間における公共支出のバランスは，政治的配慮の下になさ
れることはあっても，全納税者のコンセンサスを得ることは益々難しくな
ってゆく。公的助成を受ける受給資格者集団間における｢公共支出の平等」
だけでなく，納税者全体の「費用の平等」とが絶えず比較較量されざるを
えなくなるからである。効率性を重視すべきか所得再配分上の平等を重視
すべきかは，益を，政治的価値判断の問題に依存せざるをえなくなってゆ
くのである。
これまで述べてきたように，ＩＭＦ危機を契機とする公共支出統制政策
の出現によって，イギリス福祉国家の基盤は大きく揺さぶられた。しかし
イギリス福祉国家の動揺の原因を，単にケインズ主義的政策の後退とバッ
ケリズム（Butskellism)の崩壊に求めるだけでは明らかに不十分である。
むしろ，その基底において，ミニマム基準の保障と地方的裁量権に基づい
てサービス水準を向上させてゆく従来の制度では，もはや公共支出配分に
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おける平等化の諸基準を充足しえず，またそれを満たす新たな諸制度も実
現しえない状況が作り出されたことこそが重視されねばならない。1970年
代以降のインフレーションの進行に伴う公共支出の急速な拡大とその後の
急激な削減過程は，それを一層深刻化させ，従来の制度を崩壊に追い込ん
でいったと考えられよう。
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